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概要 

科学はイノベーションの基盤となり産業発展の礎を担ってきた。しかし、イノベーションの停滞、近

年研究開発のコスト増加、学術雑誌の高騰など様々な課題も指摘されてきた。近年、これらの課題を

個別のテーマで解決しようとする民間組織が増えてきている。その中には新たな科学運営モデルを提

案する重点研究組織(FRO)、民間型高等研究計画局(PARPA)、グラント型自律分散型組織(DAO)も出現し

ている。本報告では、新たな科学運営モデルを、技術移転の「死の谷」の観点から整理する。まずメ

タサイエンスムーブメントについて背景を説明し、新たな科学エコシステムについて紹介する。次

に、技術移転政策である Small Business Innovation Research(SBIR)について概観し、技術移転の死

の谷について紹介する。そして、既存・新規の科学運営モデルについて技術移転の観点から整理す

る。これによりメタサイエンスムーブメントを理解することに寄与したい。 
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1. はじめに 

科学はさまざまなイノベーションの基盤とな

り、人類の生活を豊かにすることに寄与してき

た。近年、科学によるイノベーションに停滞が

見られることが指摘されている。例えば、破壊

的なイノベーションを引き起こす研究や特許の

登場数が減少している[1]。他にも、創薬におい

て年々開発費が増大していることも指摘されて

いる[2]。 

これらの状況を受けて、科学発展の限界では

なく、現在の社会的構造が科学の可能性を妨げ

ている可能性も指摘されている[3]。これを元

に、新たに科学のスペースを探索する人 た ち 
を「metascience entrepreneur」と名づけ、す

でに活動しているプレイヤーの取り組みを紹介

している。また、2019 年より隔年で

metascience conference が開催されており、新

たな研究開発エコシステムの動きに注目が集ま

っている[4]。 
本原稿では、新たな科学運営モデルの背景に

言及し、技術移転の「死の谷」の枠組みから整

理する。まず、サイエンスにおける課題とそれ

に対する問い直しの動きについて確認する。次

に Focused Research Organization(FRO)や民間

型高等研究計画局(PARPA)などの新たな運営モ

デルの例について紹介する。そして、政府によ

る研究開発の技術移転策である SBIR（Small 
Business Innovation Research）制度について

言及する。最後に、現在試行錯誤が行われてい

る科学運営モデルを技術移転の死の谷の観点か

ら整理する。これにより、それぞれの運営モデ

ルが持つ技術移転の観点からメリット・デメリ

ットをまとめる。これを通じて、新たな科学運

営モデルの出現を技術移転の新たなアプローチ

として描写し、メタサイエンスムーブメントの

理解の礎としたい。 
 
2. メタサイエンスによるサイエンスの問い直し 

ここでは科学における課題について簡単にまと

め、メタサイエンスムーブメントや新たなエコ

システムについて触れる。 
 
サイエンスにおける課題 

サイエンスにおける様々な課題が指摘されてい

る。世界の科学予算は上昇傾向にあり、研究開

発も活発であるが、破壊的なイノベーション自

体が減少傾向にあるのではという指摘がある

[1]。また科学予算は増加しているが、研究開発

のコストや学術雑誌の掲載料も上昇している

[5]。特に化学分野の雑誌価格は 1990 年と比べ

10倍、生命科学のデータ量は 20 年で 2倍以上
に増加している。製薬企業の薬の開発コストも

年々増え、数百億円を超えている[2]。一方、研

究の再現性の問題が浮上しており、心理学では

再現率が 36%にとどまるなどの課題も指摘され

ている[6]。 
 



メタサイエンス勃興の背景 

これらの課題を解決する動きとして、現在の科学

を見直す動きが現れてきている。2010年には 100

億ドル程度だった民間財団によるサイエンスの

グラント総額は、2019年にはアメリカ国立衛生研

究所(NIH)の総額を超え、300 億ドルを超えたとい

う推計もある[7]。 

2010年代に増えた民間グラントが、どの程度

メタサイエンス運動に寄与しているのかは不明

だが、メタサイエンスを支える背景の一つに

は、富豪によるインパクトを重視した慈善活動

がある。例えば、心理学研究の再現性向上のた

めのツールを提供している Center for Open 

Science には、民間組織 Arnold Ventures が支援

をしている。Arnold Ventures は、米国における

冤罪の減少や教育機会の拡大を支援する目的で

活動している。これらの政策を実行するため

に、Arnold Ventures は、科学的エビデンスを重

要視しており、科学的エビデンスそのものを定

量化する基盤を支援している。他にも、

Facebookの創設者である Mark Zuckerberg が組

織する Chan Zuckerberg Initiative や Bill & 

Melinda Gates Foundation なども積極的に科学

支援を行っている。金融や IT で財を築いた比較

的若い経営者が直接慈善財団を運営し、定量的

な社会的インパクトを取り入れた慈善活動を行

う傾向がある。既存の財団活動には定量的な指

標が存在しなかったという反省も含んでいる。 

 

新たな科学エコシステムの誕生 

2010年代の後半以降にも、米国を中心に新たな

科学のあり方を求める様々な研究組織が新たに

誕生している。営利企業としては、長寿薬を開

発する研究機関である Atlos Labs や、現在の出

版の課題を変えるオープンソースをベースとし

た好奇心駆動型の研究所 Arcadia Science が挙

げられる。非営利組織としては、集中的な課題

解決を目的とした Astera Institute や

Convergent Research、chatGPT 等を提供する

OpenAI、オープンソースの大規模言語モデルを

提供する EleutherAI、ワクチン研究を進める

Rapid Deployment Vaccine Collaborative など

が出現している。また、ブロックチェーンを科

学に活用する分散型科学という領域では、論文

投稿費用を安価にすることを目的としたオープ

ンコミュニティを構築する ResearchHubやオー

プンな特許マーケットを構築することで薬価を

下げることを狙う Molecule など複数の組織が立

ち上がっている。このように科学エコシステム

において、様々な取り組みが始まっている。 

一部の組織は、暗号通貨などで財を築いた世代

が研究に再投資する形で設立されている。例え

ば、Astera Institute の CEO である Jed 
McCaleb は、散型決済ネットワークである

Stellar などの開発に携わった経験を持つ。

ResearcHub も、暗号通貨取引所の Coinbase の

CEO Brian Armstrong が共同創業者となってい

る。また、21世紀型の基礎研究組織を目指す

New Science には、Skype の創設者 Jaan 
Tallinn や、ブロックチェーンプラットフォーム

Ethereum の創設者 Vitalik Buterin などが支援

を行っている。 
 
新たな科学運営モデル 

科学の運営モデルは基礎研究の持続的な投資や

運用を目的とし、その目的達成のために成果の

技術移転の機能を持っている。2010年代以降に

出現したプレイヤーの中には、新たな科学の運

営モデルを提案するものも多い。ここでは、重

点研究組織(Focused Research Organization; 

FRO)[8]、民間型高等研究計画局(PARPA)、グラ

ント系自律分散型組織(DAO)[9]について紹介す

る。 

FRO は、Adam  Marblestone によって構想さ

れ、Convergent  Research で取り組まれている

運営モデルである[7]。FRO では、特定のトピッ

クにおけるボトルネックを解決するため、比較

的少人数のグループが 5-7年の研究プログラム

を実施する。例えば、プログラムの一つである

Rejuvenome では、大規模で包括的な生物学的加

齢因子への介入を行い、データベースを構築す

ることで、加齢のメカニズムを理解することを

目指している。PARPA は、Benjamin Reinhardt

によって提案されたモデルで、国防高等研究計

画局(DARPA)を参考にした民間版の組織を目指し

ている。次章で紹介する SBIR/STTR制度のよう

に、複数の段階に分けて研究プログラムを支援

し、商業化や研究開発を促進するモデルである

[10]。 

さらに、スマートコントラクトを活用した支

払いやその他の自動執行を組織に取り入れた自

律分散型組織(DAO)のモデルも提案されている。

グラント系 DAO では、クラウドファンディング

のように Webを通じて金銭的支援と引き換え

に、DAO の意思決定に参加できるガバナンストー

クンを提供する。得られた資金を研究に投資

し、知的財産権(IP)を DAO が保有。その IP を企

業等に売却して利益を得るモデルとなってい

る。これは、現在の技術移転組織を大学内では

なく外部に設けたような組織で、シード研究へ

の資金供給をクラウドファンディングで促進さ

せるモデルである。 



以上のモデルは、基礎研究の技術移転をどの

ように促進するかという観点から、民間組織主

導型のモデルとして整理できる。 

 
3. 米国における SBIR/STTR 制度とその波及 

政府が研究開発に戦略的に投資した制度として

SBIR/STTR を取り上げ、その支援方法と結果に

ついて整理する。 
 
SBIR/STTR 制度の経緯 

SBIR は、先端的でハイリスクな技術への投資を

基に、スモールビジネスを支援する制度とし

て、アメリカ国立科学財団(National Science 
Foundation, NSF)の Roland Tibbetts によって

1976 年に構想され、1982 年に SBIR として制度

化された。Tibbetts は大学における技術移転が

進まない状況を見て、研究開発における資金調

達のギャップが存在するという仮説を立て、こ

の制度の推進を行った。1992 年には、研究機関

とのパートナーシップを義務づける Small 
Business Technology Transfer (STTR)が立ち上
げられた。現在、SBIR と STTR は一緒に運用さ

れている。 
 
SBIR/STTR におけるプロジェクト推進 

スタートアップを支援する際には特定のプログ

ラムが設定され一部のスタートアップに資金が

提供される。このプログラムの実施には、研究

経験や専門知識を持つ科学行政官(Research 
Administrator）がディレクターとして担当す

る。 
SBIR/STTR では、スモールビジネスを 3段階

の Phase に分け、技術の商業化までの過程で成

功するモデルとそうでないものを振り分ける方

式を採用している。Phase1 では、SBIR に対し

ては 6ヶ月以内に 5万ドル、STTR に対しては

12ヶ月以内に 27万 5千ドルを概念検証のため

に支援する。Phase2 はアイディアの技術開発を

目的とし、24ヶ月で 75万ドルから 180万ドル

の支援を行う。最後の Phase3 は商業化を目指す

段階で、資金援助よりも民間企業とのマッチン

グを主な目的としている。これらの取り組み

は、2012 年までに 45倍以上の投資効果をもた

らしたとされる。また、支援の事例として、

2022 年に Amazon に約 17億ドルで売却された

ロボット掃除機「ルンバ」の開発企業、iRobot
が挙げられる。 

 
SBIR/STTR 制度の導入事例 

SBIR/STTR のような段階的に技術開発を支援する

ことで研究とイノベーションを引き起こすプロ

グラムは、欧州委員会、イギリス、日本でも導

入された。 

欧州委員会では、Horizon Europe の前身であ

る Horizon 2020が 2014年から 3段階で支援す

る Small and Medium-Sized Enterprise (SME) 

Instrumentプログラムを開始し、2018年度に

は、総額 4.8億ユーロが投資されている。イギ

リスでは、UK SMART Grant が 2011 年より導入さ

れ、2017年度には約 5,300万ポンドの支援が行

われている。 

また、2001 年には SBIR の影響を受けた

SBRI(Small Business Research Initiative)が立
ち上げられている。日本では、1995 年に制定さ

れた科学技術基本法を基に、1999 年に中小企業

向けの支援として日本版 SBIR制度（中小企業

技術革新制度）が開始され、2020 年には制度の

改正が行われている。 
政府が科学技術の商業化への道筋を作った大

きな成功例として受け入れられている。欧州委

員会、イギリスと日本における波及もあった

が、一部形骸化された経緯もありその運用のあ

り方も理解する必要がある。 
 
4. 「死の谷」から見た科学運営モデルの整理 

ここでは、SBIR/STTR と現在新たに提案されて

いる科学運営モデルを研究開発の死の谷の観点

から整理する。 
 
研究開発の「死の谷」 

SBI/STTR制度は、ベンチャーキャピタルはハイリ

スクで投資できず、スタートアップは資金が足り

ずプロダクト化できない領域に資金投下し起業

を支援することで技術の商業化への道筋を作っ

た。このような大学での研究と商業化に向けた開

発の間に存在する資金的なギャップを 1998 年の

Vern Ehlers 議員は、「死の谷」と整理している

[11]。山口(2015)は、この研究開発における死の

谷は、自由競争のマーケットでの調整的な機能が

働かずに資金分配が行われない市場の失敗の例

として言及している[12]。 

 

死の谷から見た技術移転の整理 

研究開発の死の谷の観点から既存・新規の科学

運営モデルを技術移転の観点から整理する。こ

こでは、SBIR/STTR制度、大手製薬企業、非営

利・営利企業組織を既存組織として分類し、

FRO、PARPA、グラント系 DAO を新規組織として

分類した。 

SBIR/STTR制度は、Phase1 から Phase3までの

段階を経て、シード研究からアーリーステージ

の開発をつなぎ、商業化を支援することで死の



谷を超える。段階的に複数の企業を支援し、技

術移転に失敗した企業には支援を打ち切り、事

業的な失敗のリスクを軽減する。しかし、資金

が分散してしまうため多額の資金源が必要にな

ったり、支援をマネジメントする人材の確保も

必要になったりする。 

一部大手製薬企業は、莫大な収益を背景にシ

ード研究に投資し、製品化までの研究を独自に

進めることで死の谷を超える。企業内のリソー

スを最大限に活用し、知的財産権を独占するこ

とが可能だが、独自の開発に伴うコストやリス

クを全て引き受ける必要がある。 

OpenAI のような非営利と営利のハイブリッド組

織では、非営利部門で成功した特許の一部を営

利部門に移転し、製品開発を担当する。非営利

部門の運営資金や寄付の確保が課題となる。 

FRO では、10-30 名程度のチームで、特定の科

学技術的なボトルネックに期間限定で取り組む

ことで、シード研究からアーリーステージの製

品開発までを一気に推進する。少数精鋭のチー

ムマネジメントや適切な施設の確保が必要であ

り、取り組む領域が限定的である。 

PARPA モデルは、SBIR/STTR と類似の支援方法

を民間資金で提供し、段階的に研究開発を支援

することを目的としている。SBIR/STTR と同様に

多額の資金源が必要になるのと、多くの資金を

集めるためのファンドレイジング活動が必要に

なる。また、そのマネジメントは複雑で、運営

が難しい可能性がある。 

グラント系 DAO は、大学などの研究に投資

し、得られた IP を DAO が保有。その IP を企業

に売却し、その収益を DAO の運営資金に充てる

モデルである。DAO の特性上、コミュニティが

投資する研究対象を決定するため、専門的な知

識を持たない参加者による投資判断の課題や、

長期的なリターンを求める研究への投資の難し

さなどが挙げられる。 
既存・新規の科学運営モデルにおける技術移

転を死の谷の観点から整理した。SBIR/STTR制
度や大規模製薬会社等と異なり、FRO やグラン

ト系の DAO はそれぞれの組織が少数のグループ

で特定の課題を解決することを目指す。これは

大規模な予算がないことが組織の規模を決定し

ている可能性がある。一方で、PARPA は複数の

グループを内部に持つことを前提にしており予

算が大規模になる可能性がある。このように組

織の性質（営利・非営利）、プログラムの期間、

立地などの外部要因も考慮し、適切な研究支援

を選択することが重要である。各モデルにはそ

れぞれの特性や長所、短所が存在し、それらを

踏まえた上で、最も効果的な支援方法を選ぶこ

とが求められる。また、時代や技術の進化に応

じて、これらのモデルも進化していく必要があ

る。研究開発の環境に合わせて、柔軟にモデル

を適用・改良していくことが、技術移転の実現

に繋がると考えられる。 
 

5. 議論 

本原稿では、新たな科学の運営モデルの登場の

背景をまとめ、技術移転の死の谷の観点より整

理した。 

技術移転の“死の谷“による整理は、研究開

発における過程における位置付けが明確であ

り、これをもとに新たな科学運営モデルが提案

できる可能性がある。一方で、科学における各

領域が持つリスクが明確化されにくいことや、

各プロセスでの具体的なステップや拘束条件が

不明確であり注意が必要である。 

科学エコシステムに新たなプレイヤーが登場

図 1.技術移転モデルによる整理.SBIR/STTR制度、巨大製薬企業等、非営利・営利モデル、FRO、

PARPA、グラント DAO を技術移転の観点から整理. 



したことによる産業の変化は不透明である。し

かし、OpenAI が生み出した chatGPT など登場や

Center for Open Science が提案している事前登

録の仕組みなどすでに様々な実務上の変化が起

きており、今後は対応が求められる。 

メタサイエンスムーブメントによる新たな科

学エコシステムが出現した。すでに既存のエコ

システムへの影響が出ているが今後資金的、法

的、実務的な課題が明らかになるだろう。 
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